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S＆P社の格付け取得（1999年7月 ）

2000年～第1次中期経営戦略計画（通称：マスタープラン）をスタート

新しい時代を乗り越えていくために、自分たちで考え自分たちなりの行動方針を実践していく。

2012年～次期経営戦略計画へ

厚い自己資本 豊富な顧客情報 ＩＴの活用

現在：第4次マスタープラン

Key Man ・ Key Man S3等の開発コアコンピタンスの活用

先の見えない時代を乗り越えていくために・・・　新たなステージへ

保
守
的
な
経
営

攻
め
の
経
営

ターニング
　ポイント

地域のヒエラルキーにおいて頂点に立ち超過利潤を享受

第１地銀

第２地銀

信用金庫・信用組合　等

護送船団方式

１－１　経営戦略

　ＩＲの開始（2000年6月）

広報活動
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２－１　鹿児島県の概要

鹿児島県

本土最南端に位置

薩摩と大隅の2つの半島と多くの諸島を有する

位　置

気　候 県土は、南北600㎞と長く、気候区も温帯から
亜熱帯と幅広く全体的に温暖な気候

人　口

面　積

1,706千人　（全国順位２４位）　H２２国調速報値

9,188k㎡　（全国順位１０位）　　　　H１７国調値

県内総生産 ５．５兆円（全国順位２７位）　　　H19県経済年報

自　然 世界遺産の屋久島や特色ある島々、日本ジオパー
ク認定の霧島、活火山の桜島

特産品 焼酎、黒豚、黒毛和牛、お茶　等

資　源 太陽光、風力、地熱等、再生可能エネルギーの
ポテンシャルも高い

アクセス 九州新幹線全線開業（23年3月）　　　　　　　　　
飛行機：中国、韓国への直行便
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２－２　鹿児島県の産業構造

2007年度の総生産

構成比
名目 構成比 名目 構成比 差①－②

第１次産業 2,234 3.9% 58,003 1.1% 2.8%
農　 　業 1,881 3.3% 45,408 0.8% 2.5%
林　 　業 79 0.1% 3,981 0.1% 0.1%
水 産 業 274 0.5% 8,614 0.2% 0.3%

第２次産業 10,957 19.2% 1,367,854 25.3% -6.1%
鉱　 　業 216 0.4% 5,275 0.1% 0.3%
製 造 業 7,605 13.3% 1,104,390 20.4% -7.1%
建 設 業 3,136 5.5% 258,189 4.8% 0.7%

第３次産業 43,790 76.9% 3,976,086 73.6% 3.2%
電気･ｶﾞｽ･水道 1,611 2.8% 116,130 2.1% 0.7%
卸 ・小売業 5,614 9.9% 698,480 12.9% -3.1%
金融・保険業 3,362 5.9% 358,266 6.6% -0.7%
不 動 産 業 5,948 10.4% 678,541 12.6% -2.1%
運輸・通信業 4,783 8.4% 350,502 6.5% 1.9%
サービス業 13,332 23.4% 1,190,910 22.0% 1.4%
政府サービス 7,611 13.4% 478,030 8.8% 4.5%
対家計民間非営利サービス 1,529 2.7% 105,228 1.9% 0.7%

小　　　計 56,981 100.0% 5,401,943 100.0% 0.0%
帰属利子等（控除） 2,339 199,449
県内総生産 54,642 5,202,493
資料）県民経済計算年報

①本県 ②全県計

単位：億円

県内総生産　　　　　　　　
　　５．５兆円（全国２７位）

特徴

●農業生産県である

●製造業割合が低い

●第3次産業の比率が高い

地域特性を活かした戦略

アグリクラスター構想

経営資源を重点配分
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３－１　アグリクラスター構想の概要

アグリクラスター　～農業・健康・環境・観光～

高い
自己資本比率

農　　業

農業資材・建設業
食品加工業

流通業・飲食業
観光業・輸出業・I T産業地域産業

活性化・育成

公庫提携

特　有
リスクテイク

収　益

ビジネス
マッチング

　ＫｅｙＭａｎ　
（キーマン）

商流

構築

情報検索

情報活用

※ｱｸﾞﾘｸﾗｽﾀｰ構想　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　鹿児島の基幹産業である農業を基点として、生産、　
　加工、流通、観光までを一つの産業として捉え、ここに　
　融資をすることで産業全体を活性化させる構想

４
※KeyMan：当行独自開発の営業・融資支援システム



３－２　融資金残高推移
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アグリクラスター関連業種残高 参考：建設業

アグリクラスター関連業種
畜産業・養鶏業・製茶業・酒類製造業・肉製品製造業・その他農業の６業種

（億円）
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３－３　畜産業向けABLの状況

・平成17年6月より畜産業向けABLの取扱い開始

　

・平成23年9月末現在の取扱い件数･残高

畜　種 件　数 金　額（億円）

肉用牛 56 111

養　豚 14 27

その他 1 7

計 71 146

取扱い件数増加

管理の限界

ＡｇｒｉＰｒｏの

開　　発

※畜産業向けABLは「添え担保」扱い
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３－４　ABL管理システムの開発

1．Agri Pro（肥育・繁殖牛ABL管理システム）の概要

子牛登記証明書

社団法人
全国和牛登録協会

独立行政法人
家畜改良センター

素牛購入計算書

・出生年月日
・雌雄の別
・種別（品種）
・飼養場所の履歴

・出生年月日
・雌雄の別
・種別（品種）
・飼養場所の履歴

Agri Pro
SaaS方式

（23年1月本格稼動）

データ照合

サンプリング

実　査

・データ入力
・借入可能額の把握
・在庫管理、動態表作成
・損益予想

・データ入力
・借入可能額の把握
・在庫管理、動態表作成
・損益予想

当行

取引先

当行行員

・業況実態把握
・担保データ管理
・データ共有化

・業況実態把握
・担保データ管理
・データ共有化

農場

２．ABL管理のメリット・デメリット

・融対物件明示による風評リスク

・動産担保の法的脆弱性

・評価コスト、モニタリング

動産譲渡登記制度の見直し

中間管理機能の更なる強化

評価、モニタリングの自行継続

今後の展開・課題

・中間管理機能

・担保処分機能

デメリットメリット

本部

営業店

７



３－５　オール鹿児島での取組み

鹿
児
島
銀
行

鹿児島相互信用金庫

鹿児島信用金庫

南日本銀行

奄美大島信用金庫

鹿児島アグリ＆フード金融協議会

北

洋

銀

行

鹿児島県

鹿児島大学

農業法人協会

連携協定 鹿児島興業信用組合

〔設立目的〕　　＊平成21年10月設立
　南九州地域の農業･食料を中心とした産業振興を行い、
　地域経済の活性化に寄与する

〔連携項目〕
　構成金融機関および取引企業の交流促進
　取引先企業の販路拡大および事業展開支援等

〔連携目的〕
・両地域の経済活性化への寄与

〔連携･協力項目〕
・販路開拓、事業展開支援
・企業誘致の推進　等

〔現在までの商談会共同開催〕

　・国内向：１１回（東京、大阪等）、海外向：９回（台湾、上海等）

・商談会開催方法の再検討

・アフターフォロー体制の確立

・金融取引へ相乗効果

〔課題〕

８



３－６　新たな取組み（薩南諸島）

「商品力向上・販路拡大」への取組み「商品力向上・販路拡大」への取組み

◎◎販路拡大支援販路拡大支援

・情報発信 ・ビジネスマッチング

当行

新たな展開（薩南諸島）新たな展開（薩南諸島）

諸島店舗網

　6島･11カ店

連携

ア グ リ ク ラ ス タ ー 構 想 の 推 進

商流の拡大・市場の創造に向けた連携強化

地 場 企 業 の 活 性 化 ・ 雇 用 の 創 出

外部機関・専門家

１６先

外部機関・専門家

１６先

関連産業の振興・食料の供給基地へ

・黒糖焼酎（奄美群島）

　◎県認定ブランド産地

・白ごま　　（喜界島）

＜諸島の概要＞＜諸島の概要＞

・有人島数　 28島

　　（全国第4位）

・人口　　182千人

・面積　 2,485K㎡

　（全国第1位）

　（全国第1位）

　◎生産量日本一

　◎オンリーワン産品

＜諸島の商品・資源＞＜諸島の商品・資源＞

・ばれいしょ（沖永良部島）

・たんかん　（屋久島）

・かごしま黒豚（種子島 他）

◎◎商品力向上支援商品力向上支援

・産品の発掘 ・付加価値の向上
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４－１　ビジネスモデル・着眼点

営業利益改善支援活動＝リレーションシップバンキング
　当行貸出金の支払利息すなわち資金利益の源泉は顧客の営業利益であることに着目し、地域金融機関
として単なる資金仲介に留まることなく、地域の中小企業者に対して、経営コンサルティング、営業支
援などのソリューションを提供することにより、顧客の満足を得てその対価として金利あるいは手数料
をいただく営業体制。

※平成17年度

　⇒P/L改善効果を主体に活動

「営業利益改善支援活動」の

　　　　　ビジネスモデル・着眼点

１．事業ソリューション

販路拡大、仕入強化、合理化・ｺｽﾄ削減、
海外情報、業務提携各種ｺﾝｻﾙ、企業年金・
退職金、技術提携・提供、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ　
環境対応etc

２．金融ソリューション
ＡＢＬ・クーポンスワップ、M＆A、
事業承継、企業間信用肩代り、借入構
造適正化、B/S改善によるフリーCFの
増加etc

※平成20年度～現在

　⇒企業価値向上に繋がる行動全般を

「営業利益改善支援活動」として活動

強化

役務収益

資金調達費用

資金運用利益

売上高

売上原価

販売管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

当期利益

販売先　
仕入先の紹介

支払手数料

支払利息

受取利息

ビジネスマッチング
M＆Ａ　合併　分割他

取引先 当行

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

資本

売掛債権流動化 ＡＢＬ

クーポンスワップ　他
ファクタリング
コミットメントライン他

既存設備オフバランス化
不動産流動化　Ｍ＆Ａ　　
ＭＢＯアドバイザリー 他

確定拠出年金
　

エクイティ政策　（自社株
消却 増資 事業承継）他

格付けランク
アップ

格付けランクアップに
伴なうリスク量低減　

取引先

Ｐ／Ｌ

Ｂ／Ｓ

１０



４－２　具体的な事例：支援の概要

支援先の概要

　業　種　　　　　　

　　　ホテル・パチンコ業　ほか

　業績悪化の要因　

　　　設備投資過大　パチンコ店の県外進出

・私的整理ガイドラインに基づく３年計画

・ホテル、パチンコ事業（鹿児島）のへの特化

・継続事業以外の資産処分（ゴルフ場、温泉施設 他）

再生計画の骨子

金融支援

　　　債務免除、ＤＥＳの実施

　経営の透明性確保のための

モニタリング体制の確立

　　地場企業への資本参加要請

　　経営諮問委員会の設立と参加、運営

　　　　　　　（当行経営陣の参加）

鹿児島のシンボル的な　　　　　　　
　　　　　　　ホテルを残す為の再生

　再建計画実行に対する

人材派遣

パチンコ事業会社への代表者派遣

ホテル事業会社への役員、経理部長級の派遣

　　　　　　（部門毎の分社化も実施）

１１

支援内容



４－３　具体的な取組み：結果と成功要因

売上高経常利益率　３．３％

自己資本比率　　　５１．２％

　　 ・債務免除と資産処分による借入金圧縮

　　・経営資源集中によるＣＦの改善

　　・地元資本参加による経営陣の意欲改革

　　・諮問委員会によるモニタリング体制の効果

　　・従業員のモラルアップ

債務超過解消

経常黒字化

過剰債務解消

「正常先」へランクアップ

「破綻懸念先」

１２

１年前倒しで再建終結

結果と成功要因

売上高経常利益率　　０．４％

自己資本比率　　　　債務超過



信頼関係の構築

経営者の見極め

４－３　具体的な取組み：失敗例と教訓

「再生支援開始直後」の民事再生法申請

　・ABLの２重担保

　・リレーション不足

業種

畜産業（繁殖肥育一貫経営）

業績悪化要因

放漫経営

教訓

訪問による実査開始

経営改善計画書徴求

１３

失敗例と教訓



５－１高齢者への対応

鹿児島（人口 170万人） ～ 高齢化率：26．3％：全国 10位

　※高齢化率（65歳以上の割合）：全国平均　22．7％

鹿児島　～　一般病院数：13．7 施設　（全国 2位）
※全国平均6．0施設

地域の特性

高齢化の進行

医療施設の充実（人口10万人当たり）

「医業推進室」設置　

１４

医業先への出向　

外部機関との連携　

・医業機関へのｾﾐﾅｰ開催

・コンサルティング強化

・Ｍ＆Ａ支援等

★病院数274先（うち取引先172先）

医療・介護への対応

物価の上昇（対７０年）

　・消費者物価指数　約３倍

預金金利の低下

　・低迷の長期化

公的年金支給の引き上げ

　・段階的引き上げ開始

資産運用サービスの充実

　・投資信託、保険商品の充実

　・マネーアドバイザー配置

信託機能の活用

　・信託銀行との提携

年金相談サービスの充実

　・社会保険労務士との提携による相談会開催

　・年金定期取扱い

暮らしをとりまく環境 金融サービスの提供
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

地
域
特
性
を
生
か
し
た
対
応



６－１　人材育成

急速な少子高齢化

ビジネスモデルの実効性向上

地元雇用の確保

次世代育成支援対策法に基づく

　厚生労働大臣優良賞　　
　（２２年度　全国で３社）

女性の活躍推進

収益拡大

地域経済の縮小

女性役席者の育成

鹿児島銀行 地　域

地域リーダー

事業（生活者）支援

商社的発想

サスティナビリティー

現場力強化

マネーアドバイザー（ＭＡ）制度 両立支援制度の拡充
（両立～仕事と育児・介護）

女性役席数９９人　
　（総役席者の８．８％）

１９年１月

　　１５６人　２３年９月

（総役席者の１４．１％）

女性ＭＡ　１６１人　（総ＭＡの８６％）

女性エリアＭＡ９人（総体エリアＭＡの９０％）

育児休暇制度

育児のための勤務時間短縮制度

子の看護休暇制度

地域経済の活性化

人材育成
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７－１　地域特性を活かした産業振興

ア グ リ ク ラ ス タ ー 構 想 の 発展

エ ネ ル ギ ー 観　光

医業・介護 環　境

農　林　水産

連携

商流・地域内付加価値の拡大

１次産業

２次産業

３次産業

農業を起点とした産業群の商流構築

＋
地域の多彩な特性（資源）の活用・連携

営業基盤である地域の永続的な発展

商流

地域のオリジナリティー・ポテンシャルを引き出す

永続的な企業発展

経営資源の地域産業への集中配分

地域内外の連携強化支援

地域にコミット
　共存共栄

地域からの還元
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〔参考〕　プロフィール・格付け（S&P）

創　　　　 業

資 本 金

総 資 産 額

預 金 残 高

貸出金残高

店　 舗 　数

従 業 員 数

連結子会社

企 業 理 念

スローガン

健全経営

地域貢献

顧客志向

企業活力

明治12年10月6日

181億30百万円

3兆4734億円　（地方銀行63行中31位 ・ 九州地銀12行中4位）

3兆　717億円　（　　　　〃　　　　　33位 ・ 〃 4位）

2兆1312億円　（　　　　〃　　　　　34位 ・ 〃 4位）

本支店・出張所・代理店　161か店

無人店舗（店舗外現金自動設備）273か店

2,588名

8社（鹿児島リース㈱、㈱鹿児島カード、 ㈱鹿児島地域経済研究所　ほか）

健全経営を堅持し、信頼される企業となる。

地域とともに歩み、地域社会の発展に貢献する。

お客様のニーズに応え、お客様の満足を高める。

自由闊達で創造性に満ちた企業風土を築く。

『わたしは、あなたの“かぎん”です。』

　　　～笑顔のために、笑顔でお手伝い～

（23年3月31日現在）

鹿児島市内： 49か店
鹿児島市外：100か店
宮 崎 県 内 ： 8か店
そ　 の 　他 ： 4か店

(東京、大阪、福岡、熊本)

地銀で上位ランクの地銀で上位ランクの

S&PS&P長期格付長期格付 ：： AA　　

＜格付けのポイント＞

良好な資産の質

（連結不良資産比率 ３．０％・２７位）

高い自己資本比率

（連結自己資本比率 １４．３０％・７位）

県内での高いマーケット・シェア等

（預金 ４６％　　融資 ４４．３％）

A+

A

A-

地銀1行

当行含む
地銀8行

地銀7行

（23年１０月３１日現在）

AAA
AA
A

BBB
BB
B

CCC
CC
C
D

（指標　２３年３月期）
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ご清聴ありがとうございました。
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